
様式第１号

事 業 名

箇 所 名 市町村名 西都市

実 施 方 法 □ 補助 ■ 交付金 □ 県単

事 業 費 その他 一般財源

（百万円） 316

■ 有 □ 無

全 体 計 画

事 業 目 的

概 要 図

  本地区は、西都市南部に位置し、主要地方道高鍋高岡線沿いの東西両側に広がる水田地帯であ
る。昭和３０年代に整備された１０ａ区画の狭小な田で、水稲を主とした農業経営を行っている
が、農業機械の大型化、農家の高齢化や後継者不足を背景に、様々な問題が生じてきている。
　農道は道幅が狭く、作業効率化のための大型機械の導入はもとより、小・中型機械や車両の離
合も困難であり、農繁期の作業に支障をきたしている状況である。
　用水路及び排水路については、用水反復利用であり、用排兼用の水路は未整備で土水路が多々
あり土砂等の堆積により水の流れが悪く、水管理が煩雑化している。また、水路断面が足りず排
水不良も生じており、農地の汎用化も図れず、草刈り・土砂上げ等の維持管理に多大な労力を要
している。
　今後、高齢農業者が次々とリタイアしていくことが想定され、整備がなされず借り手も見つか
らない現況農地では、耕作放棄地の発生も懸念されることから、早急に整備を行う必要がある。
　そのため、本事業において担い手への農地集積を加速化させ、効率的な農業の実現や経営規模
拡大による経営体質改善を図り、水路整備の実施により用排水を分離することで水田の汎用化を
実現させ、効率的な土地利用型農業の導入を図る。

総合長期計画上の位置付け

細 項 目 名

Ｃ　産業づくり

　２　持続可能な魅力ある農林水産業の展開

　　(１)持続可能な魅力ある農業の実現

受益面積：23.2ha
主要工種：整地工 A=22.4ha、道路工 L=5.16km、用水路工 L=5.22km
主要工種：排水路工 L=3.79km

事 業 期 間
事業着手 目標完成年度

令和8年度 令和17年度

戸敷１期地区

全体事業費 国　　費 県　　費

1,808 994 498

事　前　評　価　シ　ー　ト

経営体育成基盤整備事業

戸敷２期地区

戸敷１期地区

戸敷１期地区

戸敷２期地区



様式第２号（その２）

（１）事業の重要度に関する評価

評価の視点 評　価　項　目 審　　査　　項　　目 判　断　基　準 配　点 評価点

○各種計画への位置付けに関する事項 別表１）参照 6 6

　　・宮崎県の農業・農村振興長期計画での位置付けの有無 2 2
　　・市町村の農業振興地域整備計画等の各種計画での
　　　位置付けの有無 2 2

　　・事業管理計画での位置付けの有無 2 2

○他事業との関連性に関する事項 別表２）参照 4 4

　　・他事業との関連性の有無 2 2

　　・関係機関（河川、道路、文化財）との協議、調整 2 2

小　　計 10 10

○地区の状況に関する事項 別表３）参照 18 14

　　・区画整備の状況 9 5

　　・汎用化の状況 9 9

○農業生産性に関する事項 別表４）参照 13 11

　　・労働生産性の向上 5 5

　　・大区画ほ場の整備 4 2

　　・耕地利用率の増加 4 4

○担い手育成に関する事項 別表５）参照 15 11

　　・集積率 5 5

　　・中心経営体農地集積向上率 4 4

　　・生産の組織化 4 0 

　　・地域計画 2 2

○施設の維持管理体制に関する事項 別表６）参照 10 10

　　・施設の予定管理者 10 10

○環境との調和への配慮に関する事項 別表７）参照 14 14

　　・田園環境整備マスタープランとの整合性 2 2

　　・環境に係る情報協議会 2 2

　　・自然環境への配慮・保全 10 10

小　　計 70 60

○地元の合意形成に関する事項 別表８）参照 20 18

　　・受益者の意向 5 5

　　・地元推進体制の整備 5 5

　　・営農推進体制の整備 5 5

　　・住民参加による計画策定 5 3

小　　計 20 18
100 88

（２）事業効率に関する評価

評価結果

1.13

（３）総合評価

事　　前　　評　　価　　シ　　ー　　ト

事　　　業　　　名 経営体育成基盤整備事業

箇　　　所　　　名 戸敷１期地区

成立性

①上位計画との関連
性に関する事項

②他事業との関連性
に関する事項

必要性
有効性

③事業による効果に
関する事項

④施設の維持管理体
制に関する事項

⑤環境への影響に関
する事項

実行性

⑥地元の合意形成に
関する事項

合　　　　　計

評価項目

費用対効果（Ｂ／Ｃ）

評価項目による判定結果 判　　　定　　　結　　　果

重要度ランク Ⅰ

優先的に整備を実施する箇所

事業効率 B/C≧1.0


